
山陽小野田市市民意見公募（パブリックコメント）制度実施要綱 

解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条  この要綱は、市民意見公募（パブリックコメント）制度を実施するこ

とにより、市民の市政への参加を促進し、市の政策形成過程における透明性、

公正性の確保を図るとともに、市民への説明責任を果たし、もって市民と行

政との協働のまちづくりを推進することを目的とする。 

 

 

 

 

【考え方】 

 地方分権の進展に伴い、「市民との協働」による行政運営が不可欠であ

るとの考えのもと、計画や条例等の策定に際し、その内容、市の考え方

などを公表し、市民の皆さんの御意見をお伺いして、反映させるという

一連の手続きを行うことにより、行政運営における「透明性と公正性を

確保」し、「市民への説明責任」を果たし、「市民の市政への参加を促進」

することを目的として市共通のルールとして制度化するものです。 

 また、この制度は、賛成・反対を問うのではなく、寄せられた御意見

や情報を「意思決定」の際の参考とさせていただくためのものです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）  市民意見公募（パブリックコメント）制度  市の基本的な計画、条例等

（以下「計画等」という。）を策定、制定する過程において、当該計画等の

趣旨、内容等の必要な事項を公表し、広く市民等から意見及び情報（以下「意

見等」という。）を求め、これを考慮して意思決定を行うとともに、意見等

に対する市の考え方等を公表する一連の手続をいう。 

（２）  実施機関  市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、

農業委員会、固定資産評価審査委員会及び公営企業管理者をいう。 

（３）  市民等  次に掲げるものをいう。 

ア  市内に住所を有する者 

イ  市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

ウ  市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

エ  市内に存する学校に在学する者 

オ 市民意見公募（パブリックコメント）制度に係る事案に関し、利害関係

を有すると実施機関が認めるもの 

 

【考え方】 

（１）この制度の名称は、現在国をはじめ、多くの自治体で採用されて

いる意見公募に係る一連の手続きについて、その名称を「パブリッ

クコメント」として、一般的に認知されてきているため、この名称

を（ ）書きで用いるものです。 

（２）この制度（要綱）を市政全般に適用させるため、市のすべての機

関（議会を除く。）について、「実施機関」としています。 

（３）この制度（要綱）に基づき意見等を提出できるのは、市内在住者、

市内に事務所（事業所）を有するもの（個人・法人・団体）、市内に

勤務又は通学する者及び利害関係者とします。 

  （山陽小野田市情報公開条例第５条の例に準じています。） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（対象） 

第３条 市民意見公募（パブリックコメント）制度の対象は、次に掲げるものと

する。 

（１）  市の基本構想、市政の各分野における施策の基本方針その他基本的な

事項を定める計画等の策定又は改定 

（２）  市の基本的な制度を定める条例又は市民に義務を課し、若しくは権利

を制限する内容を含む条例（市税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手

数料その他の金銭の徴収に関するものを除く。）の制定又は改廃に係る案

の策定 

（３）  前２号に定めるもののほか、実施機関が必要と認めるもの 

 【考え方】 

（１）市政全般や個別分野における基本計画・基本方針・指針などを新

しく策定し、又は変更する場合で、総合計画における「基本構想・

基本計画」、「男女共同参画プラン」、「地域福祉計画」、「一般廃棄物

処理基本計画」、「都市計画マスタープラン」などがあります。 

（２）「市の基本的な制度を定める条例」は、市政全般や個別分野におけ

る基本理念、方針を定めたり、市政運営上の共通の制度を定める条

例で、「自治基本条例」、「男女共同参画推進条例」、「情報公開条例」、

などがあります。 

  「市民に義務を課し、若しくは権利を制限する内容を含む条例」は

地方自治法第１４条第２項に定めるもので、市民に適用される規制

等を定める条例で、「個人情報保護条例」、「空き缶等のポイ捨て禁止

条例」、「廃棄物の処理及び清掃に関する条例」などがあります。 

   ただし、「市税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料その他

の金銭の徴収に関するもの」は地方自治法第７４条において、直接

請求の対象外となっていることから除外します。 

（３）上記のもののほか、本制度の趣旨に基づき、実施機関が市民の意

見等を反映させる必要があると認めた場合には、この要綱に定める

手続きを行うことができることとしています。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（対象の適用除外） 

第４条  前条の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号に該当する場合は、

この要綱に定める手続を行わないことができる。 

（１）  迅速又は、緊急な対応を要するもので、この要綱に定める手続を行

うことにより、その目的達成に支障が生じると認められるもの及び軽微

なもの 

（２）  法令等に基づき策定する計画等で、当該法令等に市民等からの意見

の聴取に関する手続が定められているもの 

（３）  国又は県が策定する上位計画等の整合性を図る必要がある等の理由

により市の裁量の余地がないなど、この要綱に定める手続を行うことが

不適当であると認められるもの 

（４）  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定によ

る直接請求により、議会に提出するもの 

（５）  附属機関（地方自治法第２０２条の３第１項に規定する附属機関を

いう。）又はこれに準ずる機関（以下「附属機関等」という。）がこの要

綱に定める手続に準じた手続を経て策定した報告又は答申に基づき、実

施機関が計画等の案を作成し、意思決定する場合 

 
【考え方】 

（１）早急に計画策定や条例制定を行わなければ、その意義や効果が

失われるもの、法令等で制定時期が定められこの手続きをとる時

間的余裕がないもの及び基本的な事項の変更を伴わない軽微な変

更などは対象外とします。 

（２）上位法令等の規定に基づき策定する計画等で、その法令等の中

で、この制度に代わる手続き等が定められているものは対象外と

します。 

（３）国・県が定める上位の計画等との整合性を図る必要があり、市

の裁量の余地がないなど、この制度による手続きを行うことの必

要性や効果がないものは対象外とします。 

（４）直接請求により議会に提出される条例案等は、市長が修正でき

ないため対象外とします。 

（５）計画等の策定に際し、審議会等の附属機関がこの制度による手

続きに準じた手続きを経て策定した報告又は答申に基づいて、意

思決定する場合は、すでにこの制度による手続きを経たものとし

て取り扱います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（計画等の案の公表） 

第５条  実施機関は、計画等を策定しようとするときは、意思決定を行

う前の適切な時期に当該計画等の案を公表するものとする。 

２  実施機関は、前項の規定により計画等の案を公表するときは、次に

掲げる資料を併せて公表するものとする。 

（１）  当該計画等の案を作成した趣旨、目的及び背景 

（２）  当該計画等の案の概要 

（３）  当該計画等の案の作成にあたり、整理した考え方及び論点 

（４）  附属機関等における審議又は検討に付した場合にあっては、当

該審議又は検討の概要がわかる資料 

（５）  前各号に掲げるもののほか、参考となる資料 

 

【考え方】 

 この制度による手続きをとる計画等の案は、意思決定をする前

の適当な時期に公表します。 

 公表する時期は、案件により策定段階の最も効果的な時期を考

慮して、実施機関が設定します。 

 公表するに当たり、その目的や趣旨、内容が十分に理解でき、

適切な判断ができるよう必要な資料を併せて、公表するものとし

ます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公表の方法） 

第６条 前条に規定する公表は次に掲げる方法により行うものとする。 

（１） 当該計画等の所管課での閲覧又は配布 

（２） 山陽総合事務所、支所及び出張所での閲覧又は配布 

（３） 市ホームページへの掲載 

（４） 前３号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認める方法 

２  前項の規定にかかわらず、実施機関は、公表する計画等の案の内容

が著しく多大であるため、その全部を市ホームページに掲載すること

が困難な場合にあっては、その一部をこれに掲載しないことができる。

この場合において、実施機関は当該計画等の案の全体の入手方法を明

示するものとする。 

３  実施機関は、必要に応じ、次に掲げる方法を活用して計画等の案を

公表していることの周知を図るよう努めるものとする。 

（１）  市広報紙への掲載 

（２）  市ホームページへの掲載 

（３）  印刷物の配布 

（４）  報道機関への情報提供 

 
【考え方】 

 公表の方法は、市（担当課）、山陽総合事務所、支所・出張所で

の閲覧又は配布及び市ホームページへの掲載によることを基本と

します。ただし、公表する資料が多大で市ホームページへの掲載

が困難な場合は、一部を省略するとともに、その全部を入手する

方法を明示するものとします。 

 また、周知の方法は、市広報紙や市ホームページへの掲載をは

じめ各種媒体を利用して積極的に周知を図ります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（意見等の提出期間） 

第７条  実施機関は、市民等が意見等を提出するために必要な期間等を

考慮し、計画等の案の公表の日から起算して３０日間を意見等の提出

期間として定め、計画等の案の公表時に明示するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、提出期間の最終日が山陽小野田市の休日

を定める条例（平成１７年山陽小野田市条例第２号）第１条に規定す

る市の休日に当たる場合には、意見等を提出する市民等の利便性を考

慮し、市の休日の翌日を最終日とする。この場合において、意見等の

提出方法が郵便の場合は、最終日までに実施機関に到達しなければな

らない。 

３  前２項の規定にかかわらず、実施機関は、緊急を要するときその他

やむを得ない理由があるときは、その理由を公表した上で、意見等の

提出期間を短縮することができる。 

 

【考え方】 

 意見提出期間は、計画等の案の公表の日から起算して３０日間

としています。 

ただし、意見募集期間の最終日が休日等の場合、翌開庁日に設

定するものとします。 

なお、意見等は全ての提出方法において、要綱で定める提出期

間の最終日までに実施機関に到達しなければなりません。 

また、緊急を要するなど、相当の理由がある場合には、その理

由を明示して期間を短縮することができるものとします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（意見等の提出方法） 

第８条  実施機関は、次に掲げる方法により、計画等の案に対する市民等

からの意見等の提出を受け付けるものとし、計画等の案の公表時にその

旨を明示するものとする。 

（１）  郵便 

（２）  ファクシミリ 

（３）  電子メール 

（４）  実施機関が指定する場所への書面の提出 

２  実施機関は、前項各号により意見等を受け付ける場合には、意見等の

提出者の住所（団体の場合は事務所の所在地）及び氏名（団体の場合は

団体名及び代表者氏名）を明記することを条件とし、計画等の案の公表

時にその旨を明示するものとする。 

３  実施機関は、計画等の案に対する意見等と併せて、当該意見等の提出

者の住所、氏名又は団体名を公表する場合には、当該計画等の案の公表

時にその旨を明示するものとする。 

 

【考え方】 

 意見の提出方法は、その意見が文書又は電子データとして記録

に残るもので、郵便、ファクシミリ、持参等による書面の提出又

は電子メールによる電子データの送信とし、口頭又は電話による

意見聴取は行いません。 

 また、意見等に対する内容確認、回答及び責任ある御意見等を

いただくため、住所及び氏名（団体の場合は事務所の所在地、団

体名及び代表者氏名）を明記していただくこととしています。 

 なお、提出された御意見等の提出者の氏名等を公表する場合は、

意見等の募集時にその旨明記します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（意見等の処理） 

第９条  実施機関は、市民等から提出された意見等を考慮して、計画等に

ついて最終的な意思決定を行うものとする。 

２  実施機関は、前項の意思決定を行ったときは、提出された意見等の概

要及びこれに対する市の考え方並びに計画等の案を修正したときはそ

の修正内容、意思決定後の計画等を公表するものとする。 

３  前項の規定にかかわらず、次に掲げるものについては、その全部又は

一部を公表しないことができる。 

（１）  賛否のみを記した意見 

（２）  当該計画等に内容が合致しない意見等 

（３） 前条第１項の規定により定めた提出方法又は第２項に規定する条

件に違反して提出された意見等 

（４）  山陽小野田市情報公開条例（平成１７年山陽小野田市条例第８号）

第９条各号に掲げる情報に該当する意見等（前条第３項の規定によ

り、公表する旨を明示した場合を除く。） 

４  第２項の公表の方法については、第６条の規定を準用する。 

 【考え方】 

 提出された意見等を十分考慮して、計画等の意思決定を行うと

ともに、意見の反映の有無にかかわらず、意見に対する市の考え

方を公表します。 

意見等により修正した場合は、その内容、理由及び計画等の最

終案を公表します。 

 ただし、この制度の趣旨が計画等に対する賛否を問うものでは

ないため、賛否のみの意見は公表しないものとします。また、意

見の内容が、計画等に合致しないもの、前条の提出方法によらな

いで提出された意見、公表することによって個人、法人または団

体に対して明らかに不利益を与えると認められる場合など、山陽

小野田市情報公開条例第９条各号に該当するものは、その一部ま

たは全部を公表しないこととします。（事前に公表する旨を明示し

た場合の氏名等を除く。） 

 なお、意見等を要約し、又は類似の意見をまとめて公表する場

合があります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一覧表の作成等） 

第 10 条  市長は、この要綱に定める手続を行っている案件の一覧表を作

成し、市ホームページ及び市広報紙に掲載するものとする。 

２  前項の案件の一覧表は、次に掲げる事項を記載するものとする。 

（１）  計画等の案の名称 

（２）  公表日 

（３）  意見等の提出期限及び提出方法 

（４）  計画等の案の入手方法及び問合せ先 

 

 

 

 

【考え方】 

 パブリックコメント制度の実施状況や予定を確認できるよう

に、計画等の案の名称などを一覧表にして、市ホームページ及び

市広報紙に掲載するものとします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（雑則） 

第１１条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

2 この要綱の施行の際、現に意思決定過程にある計画等で、この要綱

に定める手続に準じた手続を経たものについては、この要綱の規定

は適用しない。 

   附 則 

 この要綱は平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

【考え方】 

 この制度の適正かつ円滑な実施のために、必要な事項があれば、

別に定めることとしています。また、この要綱の制定前に、パブ

リックコメント制度に準じた手続を経て策定中の計画等について

は、対象外とします。 

  

 


